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指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について（抜粋）

「 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ「

いて」の制定及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス及び

居宅療養管理指導に係る部分)及び指定居宅介護支援に要する費用の額 の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正について」

（平成１８年３月１７日老計発第０３１７００１号・老振発第０３１７００１号・老老発第

０３１７００１号厚生労働省老健局計画課長・振興課長・老人保健課長通知別紙１より）

第一 届出手続の運用

１ 届出の受理

(1) 届出書類の受取り

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種類

ごとの１件書類の提出を受けること(ただし、同一の敷地内において複数

種類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする。)。

(2) 要件審査

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を求

。 、めること この要件審査に要する期間は原則として２週間以内を標準とし

遅くても概ね１月以内とすること(相手方の補正に要する時間は除く。)

(3) 届出の受理

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない場

合は、不受理として１件書類を返戻すること。

(4) 国保連合会等への通知

届出を受理した場合は その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会(以、

下「国保連合会」という。)に通知すること。

(5) 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等(算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。)

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や介護予防支援事業者

に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になされた場

合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始す

るものとすること。

また、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介護

については、届出に係る加算等については、届出が受理された日が属する

月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）から算定

を開始するものとすること。

ただし、平成18年4月から算定を開始する加算等の届出については、上

記にかかわらず、介護予防訪問通所サービス及び介護予防居宅療養管理指
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導に係るもの及び介護予防支援に係るものについては、同年３月25日以前

に、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介護に係

るものについては、同年３月末までになされれば足りるものとする。

介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーショ

ンについては、月額定額報酬とされたことから、月途中からのサービス開

始、月途中でのサービス終了の場合であっても、原則として、それぞれ計

、 。画上に位置づけられた単位数を算定することとし 日割り計算は行わない

ただし、月途中に①要介護から要支援に変更となった場合、②要支援か

ら要介護に変更となった場合、③同一保険者管内での転居等により事業所

を変更した場合については、日割り計算による。また、月途中で要支援度

が変更となった場合についても、日割り計算により、それぞれの単価を算

定するものとする。なお、要支援２であった者が、介護予防訪問介護費

（Ⅲ）を算定していた場合であって、月途中に、要支援１に変更となった

場合については、認定日以降は介護予防訪問介護費（Ⅱ）を算定すること

とする。

２ 届出事項の公開

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者におい

ても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。

３ 届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調

査を行うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届出

の取扱い

、 、① 事後調査等により 届出時点において要件に合致してないことが判明し

所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の取消しを

。 、 、行うこと この場合 取消しによって当該届出はなかったことになるため

加算については、当該加算全体が無効となるものであること。当該届出に

関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得になるので返還措置を

講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対して

は、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質な

場合には、指定の取消しをもって対処すること。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは当

該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが判明

した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得になるので

返還措置を講ずること。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出
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させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実

が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に

おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求

となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処

すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者

等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。

第二 指定介護予防サービス単位数表に関する事項

１ 通則

(1) 算定上における端数処理について

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算(何らかの

割合を乗ずる計算に限る。)を行う度に、小数点以下の端数処理(四捨五

入)を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく

計算になる。

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー

ドとして作成しており その合成単位数は 既に端数処理をした単位数(整、 、

数値)である。

(2) サービス種類相互の算定関係について

介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活

介護費を受けている者については、その他の指定介護予防サービス又は

地域密着型介護予防サービスに係る介護給付費(介護予防居宅療養管理指

導費を除く。)は算定しないものであること。ただし、指定介護予防特定

施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担

により、その利用者に対してその他の介護予防サービス又は地域密着型

介護予防サービスを利用させることは差し支えないものであること。ま

た、介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けて

いる者については、介護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、介

護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防通所

介護費及び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認知症対

応型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しないも

のであること。

なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所生活介



－220－

護又は介護予防短期入所療養介護を受けている者についても算定が可能

であること。

(3) 退所日等における介護予防サービスの算定について

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）につい

ては、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護

予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリテーション費は算定

できない。介護予防訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、

介護予防短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行え

ることから、退所（退院日）に介護予防通所サービスを機械的に組み込

むといった介護予防サービス計画は適正でない。

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する介

護予防訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に

介護予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーションを機械的に組み

込むといった介護予防サービス計画は適正ではない。

(4) 同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合の取扱

いについて

利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用すること

を原則とする。ただし、介護予防訪問介護と介護予防訪問看護、又は介

護予防訪問介護と介護予防訪問リハビリテーションを、同一利用者が同

、 、一時間帯に利用する場合は 利用者の心身の状況や介護の内容に応じて

同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合

に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定され

る。

(5) 介護予防訪問サービスの行われる利用者の居宅について

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護

予防訪問リハビリテーションは、介護保険法(平成９年法律第123号)第８

条の２の定義上、要支援者の居宅において行われるものとされており、

要支援者の居宅以外で行われるものは算定できない。

12 介護予防支援

初回加算

予防給付における初回加算の算定に当たっては、新規に介護予防サービス

計画を作成する場合に算定されることとなっている。




